
契約書

司法行政事務における生成AI活用のための検証環境構築及び検証支援（以下「業務」と

いう。） に関し、発注者最高裁判所と受注者株式会社FIXERとは、別紙契約条項及び

別添仕様書により契約を締結し、信義に従い、誠実にこれを履行するものとする。

司法行政事務における生成AI活用のための検証環境構築及び検証

支援

別添仕様書のとおり

案件名称

口

案件内容・仕様

契約金額

(税込み）

金8,720,800円

（うち消費税及び地方消費税相当額792,800円）

令和07年03月31日

令和06年11月27日 ～ 令和07年03月31B

〆

納入期限

契約期間

別添仕様書のとおり

免除

納入場所・履行場所

契約保証金

備考

P

－一
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この契約の締結の証として、本文書に対し発注者及び受注者が署名を行ったものを本システムで

保存し、長期に渡って当該契約の成立及び内容を立証する。

令和06年11月27日

支出負担行為担当官

最高裁判所事務総局経理局長
染谷 武宣

発注者

〒1 05-0023

東京都港区芝浦一丁目2番3号
受注者

株式会社FIXER
代表取締役 松岡清一
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契約条項

別紙のとおり
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(別 紙）

＝ 糸勺 季 ．宴

（業務の名称、内容等）

第1条 業務の名称、内容及び契約金額は、次のとおりとする。

（1） 名 称 司法行政事務における生成AI活用のための検証環境構築及び検証支

援

（2） 内 容 別添仕様書のとおり

（3） 契約金額 金8, 720, 800円

（うち消費税及び地方消費税額 金792, 800円）

（成果物の納入期限及び場所）

第2条 成果物の納入期限及び場所は、別添仕様書のとおりとする。ただし、やむを得な

い事由がある場合は、発注者及び受注者が協議して、これを変更することができる。

（契約保証金）

第3条 受注者は、契約保証金の納付を要しないものとする。

（権利義務の譲渡等の制限）

第4条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務の全部又は一部を、書面による

発注者の承諾を得た場合を除き、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、

信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第350号）第1条の3

に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。

2 前項ただし書に基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、発注者の対価の支払による弁

済の効力は、発注者が、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第42条の

2に基づき、センター支出官に対して支出の決定の通知を行った時点で生ずるものとす

る。

（下請等の禁止）

第5条 受注者は、業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、書面

による発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。

（業務の監督等）

第6条 発注者は、業務の必要な監督を行うため、監督職員を定めて次に掲げる事項を行

わせることができる。

（1） 受注者が提出する書類の調査

（2） 業務の管理、立会い、指示、承諾又は協議

2 受注者は、監督職員の職務に協力しなければならない。

（検査及び納入）

第7条 受注者は、成果物の納入の準備が完了した場合には、その旨を発注者に通知しな

ければならない。

2 発注者は、前項の通知を受理した場合には、その受理した日から起算して10日以内

に、発注者の定めた検査職員に必要な検査を完了させ、これに合格したときは、遅滞

なく成果物の納入を受けなければならない。

3 発注者は、必要がある場合には、受注者に指示して試験的にシステムを稼働して検査

を行うことができるものとする。

4 受注者は、第2項の検査に合格しなかった場合には、発注者の指示に従い、遅滞なく
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補修その他必要な措置を講じ、再度の検査を受けなければならない。この場合におけ

る検査の完了の時期は、発注者が新たに成果物の納入の準備が完了した旨の通知を受

理した日から起算して10日以内とする。

5 検査に要する費用は、受注者の負担とする。

6 発注者及び受注者の協議により、成果物を分割して納入する場合においては、その都

度、前各項に準じた取扱いをするものとする。

（代金の支払）

第8条 受注者は、前条の検査に合格し、すべての成果物の納入を完了した場合には、遅

滞なく適法な代金の支払請求書を発注者に提出するものとする。

2 発注者は、前項の支払請求書を受領した日から起算して30日（以下「約定期間」と

いう。） 以内に、受注者の指定する銀行口座に振り込むことにより支払うものとす

る。

（履行遅延の賠償）

第9条 発注者は、約定期間内に代金の支払をしなかった場合には、遅延損害金を受注者

に支払わなければならない。

2 受注者は、その責めに帰すべき事由により成果物の納入を遅延した場合には、遅延損

害金を発注者に支払わなければならない。

3 前二項の遅延損害金は、それぞれ遅延日数に応じ、第1項の場合においては支払が遅

延した金額に対し、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第25

6号）第8条第1項の規定に基づき財務大臣が決定する遅延利息の率（ただし、率適

用は財務省告示の施行日による。） の割合で計算した額とし、前項の場合においては

納入が遅延した部分の代価に対し、民法（明治29年法律第89号）第404条に基

づき算出される法定利率の割合で計算した額とする｡ ただし、その額に100円未満

の端数があるときは、これを切り捨て、その額が100円未満であるときは、その支

払を要しないものとする。

（検査の遅延）

第10条 発注者がその責めに帰すべき事由により第7条第2項、第4項又は第6項に規

定する期間内に検査を完了しなかった場合には、その期間を経過した日から検査を完

了した日までの日数（以下「遅延期間」という。） を、約定期間から差し引くものと

する。この場合において、遅延期間が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は満

了したものとみなし、発注者は、その超える日数に応じ、前条第1項及び第3項に規

定する遅延損害金を受注者に支払うものとする。

（危険負担等）

第11条 成果物の納入前に生じた損害は、発注者の責めに帰すべき事由による場合を除

き、受注者の負担とする。

2 成果物の納入前に天災その他の不可抗力により、債務の履行が不可能となったとき

（一部の履行が不能となり、残存する部分のみでは契約の目的を達することができな

い場合を含む。以下同じ。） には、発注者は、受注者からの支払請求を拒むこ とがで

きる。

3 前項の場合、発注者は、第14条第1項第4号に基づき催告を要せず無償で解除でき
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るものとし、受注者は、発注者の同意を得て、この契約を無償で解除できるものとす

る。この場合、既に要した費用については、発注者及び受注者の各自の負担とする。

（契約不適合責任）

第12条 発注者は、成果物の納入後、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合し

ないもの（以下「契約不適合」という。）がある場合は、受注者に対し、受注者の費

用で取替え、補修、不足分の引渡しその他の措置（以下「履行の追完」という。） を

請求することができる。

2 納入された成果物に契約不適合がある場合、発注者は、相当の期間を定めて受注者に

対して履行の追完を催告し、その期間内に履行の追完がないときは、その契約の不適

合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、民法第563条第2

項各号に該当する場合は、催告をすることなく直ちに代金の減額を請求することがで

きる。

3 前二項の規定は、民法第415条の規定による損害賠償の請求並びに第541条及び

第542条の規定による解除権の行使を妨げない。

4 契約不適合のうち種類又は品質についての前三項の権利は、第7条第2項、第4項又

は第6項の規定に基づき成果物の納入を受けた日から1年以内にその旨を受注者に通

知しないときは行使することができない。

（秘密の保持）

第13条 発注者及び受注者並びにその職員、代理人及び使用人は、業務の遂行に際し知

り得た相手方の秘密事項を他に漏らし、又は他の目的に使用してはならない｡

（発注者の契約解除権）

第14条 発注者は、受注者（その代理人及び使用人を含む。） が次の各号のいずれかに

該当する場合には、この契約を解除することができる。このうち、第2号から第4号

までに該当する場合は、何らの催告を要しない。

（1） この契約の条項又は別添仕様書に違反した場合（第4号を除く。）

ただし、違反がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、こ

の限りでない。

(2) 監督職員の監督若しくは検査職員の検査を妨げ、又は妨げようとした場合

（3） 詐欺その他の不正行為をし、又はしようとした場合

（4） 民法第542条第1項各号に該当するときその他この契約の目的を達することが

できないと認められる場合

2 前項の規定による契約の解除に伴う必要な費用は、受注者の負担とする。

3 発注者は、第1項の規定により契約を解除した場合において、業務の既済部分で検査

に合格したものがあるときは、これに相当する代金を受注者に支払うものとする。

4 第2項及び前項の規定は、民法第542条第2項に基づき契約の一部を解除する場合

に準用する。

（受注者の契約解除権）

第15条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合には、この契約を解除

することができる。このうち、第2号又は第3号に該当する場合は、何らの催告を要

しない。
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（1） この契約の条項若しくは別添仕様書に違反した場合（第3号を除く。）

（2） 著しく契約条項と異なる指示をしたため、この契約を履行することが不能となっ

た場合

（3） 民法第542条第1項各号に該当するときその他この契約の目的を達することが

できないと認められる場合

2 前項の規定による契約の解除に伴う必要な費用は、発注者の負担とする。

3 受注者が第1項の規定により契約を解除した場合において、業務の既済部分で検査に

合格したものがあるときは、発注者は、これに相当する代金を受注者に支払わなけれ

ばならない6

4 第2項及び前項の規定は、民法第542条第2項に基づき契約の一部を解除する場合

に準用する。

（違約金）

第16条 前二条の規定によりこの契約が解除された場合には、受注者又は発注者は、違

約金として契約金額の10分の1に相当する金額を発注者又は受注者の指定する期限

内に支払わなければならない。

（談合等の不正行為にかかる違約金）

第17条 受注者は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当する場合には、発注者

の請求に基づき、契約金額の10分の1に相当する金額を違約金として発注者の指定

する期限内に支払わなければならない。

（1） 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第5

4号。以下「独占禁止法」という。） 第3条の規定に違反し、又は受注者が構成事

業者である事業者団体が独占禁止法第8条第1号の規定に違反したことにより、公

正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第7条の2第1項（独占禁止法第8条の

3において読み替えて準用する場合を含む。） の規定に基づく課徴金納付命令（以

下「納付命令」という。） を行い、当該納付命令が確定したとき（同委員会が、受

注者に対して、独占禁止法第7条の4第7項又は第7条の7第3項の規定による課

徴金の納付を命じない旨の通知を行い、又は確定した当該納付命令を独占禁止法第

63条第2項の規定により取り消した場合を含む。）。

（2） 納付命令又は独占禁止法第7条若しくは第8条の2の規定による排除措置命令

（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者

等」という。） に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものを

いい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確

定した場合における当該命令をいう。次号において 「納付命令又は排除措置命令」

という。） において、この契約に関し、独占禁止法第3条又は第8条第1号の規定

に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。ただし、受注者が

独占禁止法第19条の規定に違反した場合であって当該違反行為が独占禁止法第2

条第9項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15

号）第6項に規定する不当廉売の場合など発注者に金銭的損害が生じない行為とし

て、受注者がこれを証明し、その証明を発注者が認めたときはこの限りでない。

（3） 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第3条又は第8条第1
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号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となっ

た取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る

事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したと

きは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期

間を除く。） に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該

取引分野に該当するものであるとき。

（4） 受注者又は受注者の代理人の刑法第96条の6又は独占禁止法第89条第1項若

しくは第95条第1項第1号に規定する刑が確定したとき。

2 受注者は、前項第4号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、前項の契約金額の10分の1に相当する金額のほか、契約金額の100

分の5に相当する金額を違約金として発注者の指定する期限内に支払わなければなら

ない。

（1） 前項第1号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第7条の3第1項

ないし第3項の適用があるとき。

（2） 前項第4号に規定する刑に係る確定判決において、受注者又は受注者の代理人

（受注者が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）が違反行為の首謀者で

あることが明らかになったとき。

（3） 受注者が発注者に対し、独占禁止法に抵触する行為をしていない旨の誓約書を提

出しているとき。

3 受注者は、契約の履行を理由として、前二項の違約金を免れることができない。

4 第1項及び第2項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する

場合において発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

（談合等の不正行為にかかる発注者の契約解除及び違約金に関する遅延利息）

第18条 受注者が前条の違約金を発注者の指定する期限内に支払わないときは、発注者

は何らの通知催告を要せずこの契約の全部又は一部を解除することができるものと

し、受注者は当該期限を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、民法第40

4条に基づき算出される法定利率の割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わな

ければならない。

（属性要件に基づく契約解除）

第19条 発注者は、受注者が次の各号の一に該当すると認めるときは、何らの催告を要

せず、本契約を解除することができる。

（1） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。以下同じ。） が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。） 又は暴力団員等（同法第2条第6号に規定する暴力団員又は第32条第1

項第2号ないし第4号に規定する者及び団体をいう。以下同じ。） であるとき。

（2） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき。
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（3） 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

るとき。

（4） 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを利用するなどし

ているとき。

（5） 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると

き。

（行為要件に基づく契約解除）

第20条 発注者は、受注者が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為を

した場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。

（1） 暴力的な要求行為

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為

（3） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

（4） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為

（5） その他前各号に準ずる行為

（表明確約）

第21条 受注者は、前二条のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっ

ても該当しないことを確約する。

2 受注者は、前二条各号の一に該当する行為を行った者（以下「解除対象者」とい

う。）を再請負人等（再請負人（再請負が数次にわたるときは、すべての再請負人を含

む。）、受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）及び再請負人若しくは受任者

が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）とし

ないことを確約する。

（再請負契約等に関する契約解除）

第22条 受注者は、契約後に再請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直

ちに当該再請負契約人等との契約を解除し、又は再請負人等に対し当該解除対象者に該

当する再請負人等との契約を解除させるようにしなければならない。

2 発注者は、受注者が再請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しく

は再請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当

該解除対象者である再請負人等との契約を解除せず、若しくは再請負人等に対し当該解

除対象者である再請負人等との契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約

を解除することができる｡

（損害賠償）

第23条 発注者は、第19条、第20条及び前条第2項の規定により本契約を解除した

場合は、これにより受注者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することを要し

ない。

2 受注者は、発注者が第19条、第20条及び前条第2項の規定により本契約を解除し

た場合において、発注者に損害が生じたときは、第16条に定める方法等に従いその損

害を賠償するものとする。

（不当要求等に関する通報等）

3



第24条 受注者は、自ら又は再請負人等が、暴力団又は暴力団員等、社会運動・政治運

動標ぽうゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当要

求等」という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は再請負人等をして、これを拒否

させるとともに、速やかに不当要求等の事実を発注者に報告し、さらに、警察への通報

及び捜査上必要な協力を行うものとする。

（著作権等）

第25条 成果物等の著作権は、著作権法第27条及び同第28条に規定する権利を含

め、発注者に移転する。

2 受注者は、成果物等に関する著作者人格権その他の権利を有する場合においても、発

注者に対してこれを行使しないものとする。

3 受注者が業務の着手以前から有していた成果物等にかかる著作権については、受注者

に留保されるものとする。この場合、受注者は発注者に対し、成果物等を発注者にお

いて使用するために必要な範囲で、留保された著作権に関し、著作権法に基づく利用

を無償で許諾する。

4 発注者は、その業務の遂行に当たり、受注者が創作したプログラムその他の著作物を

使用し、複製し、改良する権利を有するものとする。

（紛争の解決）

第26条 この契約書の各条項において発注者及び受注者が協議して定めるものにつき、

協議が整わない場合その他この契約に関し発注者と受注者との間で紛争が生じた場合

には、発注者及び受注者が協議により選任した者のあっせん又は調停によりその解決

を図ることとする。この場合における紛争の処理に要する費用は、発注者及び受注者

が協議して特別の定めをした場合を除き、各自これを負担する。

（契約の疑義）

第27条 この契約に定めのない事項その他疑義のある場合は、発注者及び受注者が協議

して定めるものとする。

７



仕様書

司法行政事務における生成AI活用のための検証環境構築及び検証支援



第1 調達件名

司法行政事務における生成AI活用のための検証環境構築及び検証支援

第2 背景及び目的

1 調達の背景

現在、社会の変化は激しく、また、そのスピードも速く、先行きが不透明で、将来予測が困

難な時代となっているが、そのような現代社会において、裁判所の使命である適正迅速な裁判

の実現を通じたより良い司法サービスの提供をしていくためには、既存の事務の合理化・効率

化・標準化を通じて、職員の負担を減じ、職員自身がより中核的な事務に注力していくことが

不可欠である。

特に、デジタル技術の発展は目覚ましく、生成AIの社会実装についても急速に進んでいると

ころ、裁判所においても、生成AIを活用して司法行政事務の合理化等を図ることについて具体

的な検討が必要である。

2 調達目的及び調達の期待する効果

安全な基盤上で生成AIを扱うことができる検証環境を調達し、最高裁判所事務総局の特定の

業務領域で、生成AIの活用を試行することにより 、当該領域における生成AI活用効果を検証す

るとともに、その他の司法行政事務における生成AI活用の検討にもつなげることを目的とする。

具体的には、会計業務領域において、これまで職員（特に、新任職員等の業務知識が少ない

職員）が、組織内の各種情報（規則、通達、事務連絡等）から､ 必要となる情報を見つけ出す

ことに多くの作業時間を要していたところ、生成AIを活用することで、検索にかかる時間の削

減や業務負担の軽減等の業務の合理化を実現することができるかの検証を行う。また、そこで

得られた生成AIの回答の精度、職員の業務合理化の程度等の情報は、その他の領域も含めた裁

判所での生成AI活用検討を進める上で有用であると考えられる。

第3 調達範囲

1 検証環境構築（基盤構築・アプリ開発）

2 検証支援

第4 作業期間

契約締結日から令和7年3月31日まで

なお、想定スケジュールは次のとおり

1 検証環境構築（基盤構築・アプリ開発）

契約締結日から令和6年12月12日まで

2 検証支援

契約締結日から令和7年3月31日まで

第5成果物等

1 成果物

’｜備考｜納入期限|項番｜成果物
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11 実機検証環境構築設計書 ｜ 令和6年12月12日

検証支援では、支援

で作成した資料等も添

付資料として提出す

る。

作業実績報告書

・検証環境構築について

・検証支援について

2

日２
日

１
１

月
３

２
月

１
３

年
年

６
７

和
和

令
令

令和7年3月14日3 1 検証結果報告書

2 提出物

備考提出期限項番 ｜ 提出物

契約締結後、10開庁日

以内（変更が生じた場合は

都度提出する。）

作業実施計画書1

随時操作説明資料2

定例会議前開庁日正午定例会議に使用する資料

(進捗報告等）

3

定例会議終了後、3開庁

日以内

議事録4

本作業終了後、20開庁

日以内

データ消去に関する報告5

書

3 成果物等の書式

（1） 使用言語

日本語

（2） 用語の定義等

用語の定義はデジタル・ガバメント推進標準ガイ用語の定義はデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに従うこととし、成果物等中に

デジタル・ガバメント推進標準ガイドラインに定義されていない用語を用いる場合には、用

語の定義を明記すること。成果物等の作成に当たっては、図表等を用い、専門用語には解説

を加えるなど、平易な記載とすること。

(3） 書式等

2



4 成果物等の納入又は提出場所

東京都千代田区隼町4番2号 最高裁判所

5 成果物等の形式（媒体の種類）及び数量

電磁的記録媒体（最高裁判所が指定するもの） 1部

なお、メール送信等による方法で提出することも可能とする。

第6 業務内容

1 検証環境構築

（1） 基盤構築・アプリ開発

（2） 検証環境提供

受注者は、最高裁判所との間で提供方法を協議の上、最高裁判所へ適切に納品すること。

2 検証支援

（1） 最高裁判所職員が実施する検証について、実施方法、検証シナリオ、評価方法等について

助言を行うこと。

（2） 検証を職員が円滑に実施できるよう、操作説明資料の作成や研修などをすること。

（3） 検証を実施する工程で、職員と協働して検証作業を支援し、発生した課題への対応方法に

ついて助言すること。

（4） 検証完了後に、検証内容の評価、今後の課題等をまとめた検証結果報告書を作成すること。

(5) AI回答アプリのデータソースとなる各種ドキュメントについて、情報漏洩に配慮した上で、

安全に取り込み、必要なデータ整理をすること。

3



（6） 会計業務回答アプリにおいて正確な回答を引き出すためのプロンプトテンプレートの作成

を支援すること。

3 プロジェクト管理（定例会議）

（1） 原則として、隔週1回､ 最高裁判所との間で定例会議を行い、検証や調査支援の進捗報

告や意見交換を行うこと。定例会議の開催場所は最高裁判所又はウェブ会議とし、開催期

日は最高裁判所と受注者との協議により決定する。

なお、定例会議に使用する資料（進捗報告等）は、原則として、定例会議開催の前開庁

日正午までに提出する。

おって、必要に応じて資料等の提出を求める場合があるので、その際は誠実に対応する

こと。

（2） 受注者は、（1）の定例会議終了後、3開庁日以内に議事録を提出すること。

第7 要求仕様

1 機能要件

（1） 基盤構築

(2） アプリ開発

4



(3） 職員へのサービス提供環境

イ 検証環境の提供に必要な環境準備、及びセキュリティ対策は受注者において用意すること。

2 非機能要件

（1） 検証環境
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(2） 性能要件

’
(3） 検証環境の稼働時間

本調査で利用する検証環境は、平日業務時間帯（午前8時から午後6時まで）は利用可能な

ものとする。メンテナンス等で停止を行う際は事前に連絡を行うこと。

(4） 障害対応

障害発生時に速やかに復旧できるよう、バックアップ及びバックアップからの復旧の仕組み

を構築すること。障害が発生した場合は、回復作業、原因調査、再発防止策等の対応を行うこ

と。

(5） その他

第8 事業者及び作業要員に求める実績。資格等の要件

生成AIに関して、官公庁への導入及び支援実績があること。

第9 体制及び環境条件

1 受注者は、本業務の責任者を定めるとともに、最高裁判所へ通知すること。また、同責任

者は受注者の窓口として、稼働時間帯において常時連絡が取れるような体制を構築すること。

2 作業実施場所は受注者の事業所内とすること。

第10 業務の再委託

1 受注者は、原則として、本作業の全部又は一部を第三者に委託しないこと。ただし、受注

者において業務の一部を第三者に委託する必要があると判断した場合は、あらかじめ通知事

項（再委託する相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務の範囲、再委託の必

要性及び契約金額）を記載した書面により最高裁判所に申請し、承諾を得ること。

2 委託することについて最高裁判所の承諾が得られた場合、受注者は、再委託する相手方に

対して本仕様書に記載された事項について受注者と同様の義務を負わせるものとし、再委託

6



する相手方との契約においてその旨を定めること。

この場合、履行確保及び責任については、全て受注者が負うこと。また、受注者において、

再委託する相手方の業務状況を全て把握すること｡

1 知的財産権

1 成果物等に関連して発生した著作権は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条、

第23条、第26条の3、第27条及び第28条に定める権利を含め、成果物等を最高裁判

所に提出したときに最高裁判所に移転する。ただし、著作物の創作に関して使用した受注者

が独自に有するプログラムその他の著作物、他のシステム等に再利用可能なモジュール、ル

ーチン、資料上の表現等については受注者に留保されるものとする。この場合、受注者は、

最高裁判所及び最高裁判所が今後、システム改修及び保守等を行わせる者らに対し、同人ら

の役務遂行に必要な範囲で、著作権法上の権利（著作権法に基づく複製権、翻案権等の著作

物を利用する権利を含む。）に基づく利用を無償で許諾すること。

2 受注者は、最高裁判所の書面による同意がなければ、本作業に関連して発生した著作物に

関する著作者人格権を行使しないものとする。

3 受注者は、本作業に際し、第三者の知的財産権等を実施、使用する場合、その実施、使用

に対する一切の責任を負担するものとする。

2 機密保持

1 受注者は、本作業により知り得た情報については、本作業以外の目的では使用しないこと。

2 受注者は、本作業の全期間及び期間終了後にわたり、次の各事項を第三者（第三者とは、

一般的にいう第三者はもとより、受注者組織内で作業を行う場合の本作業に係る体制以外の

受注者の社員等も含む。）に漏えいしないこと。

（1） 本作業中に知り得た業務上の秘密に関する事項

（2） 最高裁判所が提供した業務上の情報で部外秘を要するもの及び本作業中に知り得た裁

判所のシステムの機能、構造、設置場所その他裁判所のシステムのセキュリティ管理上

危機を招来するおそれがある一切の事項

3 受注者の故意又は過失によって、2の（1）又は（2）の事項が外部に漏えいする等の事

故が発生し又はそのおそれが生じた場合には、受注者は、直ちに事故等の内容を詳細かつ具

体的に最高裁判所に報告し、問題解決に協力すること。

4 最高裁判所が提供する資料は、原則として貸出しの方法によるものとし、受注者は、当該

資料を本作業以外の目的に使用してはならず、最高裁判所の監督職員から返還依頼を受けた

ときは本作業期間の終了時に全て返却し、依頼がない場合は適切に処分すること。また、当

該資料の複写及び第三者への提供はしないこと。

5 受注者は、最高裁判所が提供した情報を第三者に開示する必要がある場合は、事前に協議

の上、最高裁判所の承諾を得ること。

6 受注者は、本作業終了後、データ消去ソフトウェア若しくはデータ消去装置の利用、物理

的な破壊又は磁気的な破壊等の方法を用いて、作業用に保持している全ての情報（①各種デ

第1

第1

句

イ



－タソース、②データソースを利用して構築したモデル。但し、最高裁判所内で保管してい

るものを除く。）について速やかに復元が困難な状態にし、その旨の報告書を本作業終了後、

20開庁日以内に提出すること。

第13 情報セキュリティに関する事項

1 受注者は、本作業に当たっては、最高裁判所の定める情報セキュリティポリシーに準拠す

ること。

2 受注者は、情報漏えい等の防止措置や不正プログラム等へのセキュリティ対策を講じ、本

作業におけるセキュリティが確保できる体制を構築すること。
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4 受注者は、成果物等が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりする

ことのないよう、安全な納品方法を提案し、成果物等の情報セキュリティの確保に留意する

こと。

第14 契約不適合責任

1 最高裁判所は、成果物の納入後、種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）がある場合は、受注者に対し、受注者の費用で取替え、

補修、不足分の引渡しその他の措置（以下「履行の追完」という。）を請求することができ

る。

2 納入された成果物に契約不適合がある場合、最高裁判所は、相当の期間を定めて受注者に

対して履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、その契約の不適合の

程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、民法第563条2項各号に該当

する場合は、催告をすることなく直ちに代金の減額を請求することができる。

3 前二項の規定は、民法第415条の規定による損害賠償の請求並びに第541条及び第5

42条の規定による解除権の行使を妨げない。

4 契約不適合のうち種類又は品質についての前三項の権利は、成果物の納入後1年以内に、

最高裁判所が受注者に契約不適合の旨を通知しないときは行使することができない。

第15 その他

1 受注者は、本作業に関連して、最高裁判所が質問に対する回答又は資料の提出等を求めた

場合は、適切に応じること。

2 本作業に関連して受注者側に発生した旅費、通信費、雑費その他の費用は、受注者の負担

とし、受注者は別途最高裁判所に対し請求しないものとする。

3 本作業に関連して、受注者が必要とする作業場所等は、本調達の性質上当然に最高裁判所

が提供すべき場合及び本仕様書に記載されている場合のほかは、受注者が用意するものとす

る。

4 受注者は、検証環境構築については令和6年12月12日まで、検証支援について令和7

年3月31日までに各作業の作業項目、検証支援結果及び作業工程ごとの工数を示した作業
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実績報告書を提出すること。

5 受注者は、本作業等に関して問題が発生した場合には、その経緯、原因及び解決策等を最

高裁判所に書面で報告すること。

6 本仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については､最高裁判所と受注者との双

方の協議により決定するものとする。
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